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令和６年度に係る貸借対照表等、財産目録の作成等について 

 

 

平素は高等教育行政に格別の御高配を賜り、誠にありがとうございます。 

私立学校法の一部を改正する法律（令和５年法律第 21 号。以下「改正法」という。）

が令和７年４月１日より施行されたところです。 

改正法附則第４条により、施行日前に開始した会計年度に係る貸借対照表、収支計算

書、事業報告書及び監査報告書の作成、備置き、閲覧、公表、理事会への提出並びに評

議員会への提出及び報告については、従前の例によることとされている一方、財産目録

は当該経過措置が無く、改正法による改正後の私立学校法（昭和 24 年法律第 270 号。

以下「私学法」という。）の適用を受けることとなります。 

このたび、施行日前に開始した会計年度に係る財産目録について、実務上の負担を軽

減するため、別添の取扱いによることとしましたので、事務処理上遺漏のないようお取

り計らい願います。 

また、各都道府県知事におかれては、所轄の学校法人及び私学法第 152 条第５項の法

人に対して周知されるようお願いします。 

 

 

 

 

 

【本件連絡先】 

文部科学省 高等教育局 

私学部参事官付 私学経営支援企画室財務調査係 

電 話：03-5253-4111（内線 2539） 

メールアドレス：sigsanji@mext.go.jp 
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財産⽬録貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書及び監査報告書

 令和７年６⽉末（法第107条第１項）
 令和７年５⽉末
（貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書について：旧法第47条
第１項、監査報告書について：旧法第37条第３項第４号）

作成期限

 監事の監査を受ける（法第104条第１項、則第43条第２項）
※ 会計監査⼈は令和７年度の定時評議員会の時に初めて選任されるため、

会計監査⼈による監査は不要（改正法附則第９条）
☆ 令和６年度に係る監査報告書の作成は従前の例によることから、旧法に

基づく監査報告書を作成することとします。

 監事の監査を受ける
（貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書について：旧法第37条
第３項第１号、第２号、第３号）

監査

 必要（則第43条第１項）
 法令上不要
※ 私学助成の交付を受ける法⼈は、昭和46年５⽉10⽇付け

⽂部省管理局⻑通知に基づき理事会承認を受ける
理事会承認

５⽉中に決算及び事業の
実績を郵送やメール等で報
告し、財産⽬録も併せて提
供した場合

５⽉中に評議員会を開催し
て旧法に基づく決算及び事
業の実績を報告、意⾒聴取
し、その際に財産⽬録も併せ
てその対象とした場合

 必要（法第
105条第１項、
則第43条第
２項）

 不要
定時評議員
会の招集通
知への添付

☆ 招集通知への添付
省略可

☆ 招集通知への添付
省略可

 必要（法第105条第
３項、則第43条第２
項）

☆ 定時評議員会での
報告、意⾒聴取を
省略可

 必要（法第
105条第３項、
則第43条第２
項）

 必要（旧法第46条）
※ ただし、５⽉末までに評議員に郵送やメール等の⽅法で報告

すれば、正式な評議員会への報告、 意⾒聴取は、６⽉以降
に開催する定時評議員会において⾏うことも可能とします。
（私⽴学校法の改正に関する説明資料（令和7年３⽉25⽇
更新）p.226）

評議員会へ
の報告、
意⾒聴取

 定時評議員会の⽇から５年間（法第107条第３項） 作成の⽇から５年間（旧法第47条第２項）備置き及び
閲覧

（注）法：私⽴学校法（昭和24年法律第270号）、則：私⽴学校法施⾏規則（昭和25年⽂部省令第12号）、改正法：私⽴学校法の⼀部を改正する法律（令和５年法律第21号）

・ 改正法附則第４条により、令和６年度に係る貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書及び監査報告書の作成、備置き、閲覧、公表、理事会
への提出並びに評議員会への提出及び報告については、なお従前の例によることとされています。

⼀⽅、令和６年度に係る財産⽬録は、上記経過措置が無く、改正私⽴学校法の適⽤を受けることとなります。
・ 令和６年度に係る財産⽬録について、実務上の負担を軽減するため、下記（☆）の取扱いとします。

令和６年度に係る貸借対照表等、財産⽬録の作成等について（附則第４条関係） 別添
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○私⽴学校法の⼀部を改正する法律（令和５年法律第21号）
附則
第４条 新私⽴学校法第68条（会計帳簿及びこれに関する資料並びに貸借対照表等（貸借対照表、収⽀計算書及び事業報告書並びにこれらの

附属書類、監査報告並びに会計監査報告をいう。以下この項において同じ。）に係る部分に限る。）、第102条、第103条（第１項を除く。）、第
104条から第106条まで、第137条（第２号中貸借対照表等に係る部分に限る。）及び第151条（第２号中貸借対照表等に係る部分に限る。）
（これらの規定を新私⽴学校法第152条第６項において準⽤する場合を含む。）の規定は、施⾏⽇以後に開始する会計年度に係る会計帳簿及びこ
れに関連する資料並びに貸借対照表等について適⽤し、施⾏⽇前に開始した会計年度に係る貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書及び監査報
告書の作成、備置き、閲覧、公表、理事会への提出並びに評議員会への提出及び報告については、なお従前の例による。

２ 略

第９条 この法律の施⾏の際現に存する学校法⼈で⼤⾂所轄学校法⼈等に該当するもの（次項において「既存⼤⾂所轄学校法⼈等」という。）につ
いては、施⾏⽇以後最初に招集される定時評議員会の終結の時までは、新私⽴学校法第144条第１項（新私⽴学校法第152条第６項において
準⽤する場合を含む。）の規定は、適⽤しない。

２ 略

○私⽴学校法（昭和24年法律第270号） 【令和５年改正前】
第37条 略
２ 略
３ 監事の職務は、次のとおりとする。

⼀ 学校法⼈の業務を監査すること。
⼆ 学校法⼈の財産の状況を監査すること。
三 理事の業務執⾏の状況を監査すること。
四 学校法⼈の業務若しくは財産の状況⼜は理事の業務執⾏の状況について、毎会計年度、監査報告書を作成し、当該会計年度終了後２⽉以

内に理事会及び評議員会に提出すること。
五〜七 略

第46条 理事⻑は、毎会計年度終了後２⽉以内に、決算及び事業の実績を評議員会に報告し、その意⾒を求めなければならない。

第47条 学校法⼈は、毎会計年度終了後２⽉以内に、⽂部科学省令で定めるところにより、財産⽬録、貸借対照表、収⽀計算書、事業報告書及び
役員等名簿（理事、監事及び評議員の⽒名及び住所を記載した名簿をいう。次項及び第３項において同じ。）を作成しなければならない。

２ 学校法⼈は、前項の書類、第37条第３項第４号の監査報告書及び役員に対する報酬等の⽀給の基準（以下「財産⽬録等」という。）を、作成
の⽇から５年間、各事務所に備えて置き、請求があつた場合（都道府県知事が所轄庁である学校法⼈の財産⽬録等（役員等名簿を除く。）にあ
つては、当該学校法⼈の設置する私⽴学校に在学する者その他の利害関係⼈から請求があつた場合に限る。）には、正当な理由がある場合を除いて、
これを閲覧に供しなければならない。

３ 略

参考：関係条⽂（下線は⽂部科学省により加筆）
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○私⽴学校法（昭和24年法律第270号） 【令和５年改正後】
第104条 計算書類等は、⽂部科学省令で定めるところにより、監事の監査を受けなければならない。
２ 前項の規定にかかわらず、会計監査⼈設置学校法⼈においては、計算書類及びその附属明細書については、⽂部科学省令で定めるところにより、監

事及び会計監査⼈の監査を受けなければならない。
３ 前２項の監査を受けた計算書類等は、理事会の決議による承認を受けなければならない。この場合において、当該承認は、監査報告（会計監査⼈

設置学校法⼈にあつては、会計監査報告を含む。次条第１項及び第106条において同じ。）の内容を踏まえて⾏うものとする。

第105条 理事は、定時評議員会の招集の通知に際して、⽂部科学省令で定めるところにより、評議員に対し、前条第三項の承認を受けた計算書類及
び事業報告書並びに監査報告を提供しなければならない。

２ 理事は、前条第三項の承認を受けた計算書類及び事業報告書を定時評議員会に提出しなければならない。
３ 理事は、前項の規定により提出された計算書類及び事業報告書の内容を定時評議員会に報告し、その意⾒を聴かなければならない。

第107条 学校法⼈は、毎会計年度終了後３⽉以内に（学校法⼈が成⽴した⽇の属する会計年度にあつては、当該成⽴した⽇以後遅滞なく）、⽂
部科学省令で定めるところにより、次に掲げる書類を作成しなければならない。
⼀ 財産⽬録
⼆、三 略

２ 略
３ 学校法⼈は、財産⽬録等を、当該会計年度に係る定時評議員会の⽇から５年間、その主たる事務所に備え置かなければならない。
４〜６ 略

○私⽴学校法施⾏規則（昭和25年⽂部省令第12号） 【令和５年改正後】
第43条 法第107条第１項第１号（法第152条第６項において準⽤する場合を含む。）に掲げる財産⽬録は、理事会の決議による承認を受けなけれ

ばならない。
２ 法第104条及び第105条（これらの規定を法第152条第６項において準⽤する場合を含む。）並びに第30条から前条までの規定は、学校法⼈

（法第152条第６項において準⽤する場合にあつては、準学校法⼈）が前項の財産⽬録に係る同項の承認を受けるための⼿続について準⽤する。



参考：私⽴学校法の改正に関する説明資料（令和７年３⽉25⽇更新）p.226
https://www.mext.go.jp/content/20250325-mxt_sigakugy-000021776_1.pdf
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